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１．はじめに 

 これまで、土地・住宅需要者の付け値分布と土地

所有者の資産選択に基づく「多地区多財均衡モデル」

を最適化問題を含む連立方程式体系として定式化し、

実質的に最適化問題のみとなる開放都市において、

多用途の土地利用状況等を明らかにしている。しか

し、本格的な連立方程式となる閉鎖都市においては、

最適化問題の解析的な解が得られる 2 財（用途）の
土地利用状況等の検討に止まっている。 
 本研究は、開放都市と閉鎖都市が“逆問題”とな

ることを利用し、開放都市モデルの繰り返し計算を

行うことにより、閉鎖都市の非線形連立方程式の解

法を検討するものである。 
 
２．多地区多財均衡モデル 

 多地区多財均衡モデルの骨子は、表 1 の通りであ

る。単一中心都市の都市空間は各地区に離散化し（地

区番号 i）、用途を財とみなしている（用途番号 j）。 
 まず、住宅地需要者に対数線形効用関数を仮定し、

CBD隣接地区 i＝1の付け値分布に正規分布を仮定 
 
 表 1 多地区多財均衡モデル 

(0)  基本パラメータ・記号 

i：地区番号。j：財・用途タイプ番号（農地j＝1）。t(xi)：

都心からの距離xiの交通費関数。yj：用途jの需要者所得。

Ij(xi)：用途j需要者の地区iの純所得（Ij(xi)＝yj-－t(xi)）。 

N(μ1j, σ1j
2)：用途j地区 1 の付け値分布。ρjj′：用途j用

途j′間の付け値の相関係数。d：土地所有者の希望水準。

Ai：地区iの土地面積 

  (1)  住宅地需要者個人の効用関数等 
効用関数      ijjjj Lzu lnln βα +=   

地区 iの付け値   ( ) ( ) jjjjj u
ijjjiij exIuxP βββα βα −= 1,                    

  地区 iの敷地規模  ( ) ( ) ( )uxPxIuxL iijijjiij ,, β=                    

        αj、βj：パラメータ。 z：合成財消費量                                                 
 (2)  各地区住宅地付け値分布Pij ～正規分布N(μij, σij

2)       

jiij 1µκµ =       jiij 1σκσ = ( ) ( )( ) j
jiji xIxI βκ /1

1=  

すると、各地区付け値分布と敷地規模平均が得られ、 
住宅地需要関数が定義される。一方、土地所有者に

無差別直線を仮定した平均・分散ポートフォリオ理

論より、各用途に対する最適投資面積比率が得られ、

住宅地供給関数が定義される。さらに、各地区各財

の均衡条件、各財（用途）人口式、都市人口式等に

より、多地区多財均衡モデルが構成される。 
 
３．閉鎖都市の多地区多財均衡モデルの解法 
 都市内に立地する家計の効用（付け値分布）を外

生的に与えて都市人口を内生的に決定する開放都市

モデルに対し、都市境界を超えての家計の移動が閉

ざされている閉鎖都市モデルは、外生的な都市人口

を所与として都市内立地家計の効用水準（付け値分

布水準）を内生的に決定するという、前者のいわば

“逆問題”となっている。 
 この関係を利用すると、各財の地区 1 付け値平均
を未知数とする非線形連立方程式である閉鎖都市モ

デルは、開放都市モデルを繰り返し計算することに

よる解法が可能となる。 
 

 

(3) 各地区住宅地需要関数Dij(・)    
 ( ) ][,, ijijijjHijij LEnnD =σµ                         

   nij：地区i住宅地需要者数  E[Lij]：地区i敷地規模平均 

(4)  各地区土地所有者の期待効用   
iP

iP
i

d
σ

µ
θ

−
=     

 μiP：地区i土地所有者のポートフォリオ期待値。 
 σiP：地区iのポートフォリオ標準偏差 

(5) 各地区各財供給関数Sij(・) 
 ( ) iinnjijiinijiijij AS σσσµµµξ ΛΛΛΛ ′

∗= ,,,,,, 111
 

  ここに、ξij
＊：地区i用途jの最適投資面積比率 

 (6) 各地区各財均衡条件                 

ただし、すべての地区 i、すべての財（用途）j 

( ) ( ) 0＝・・ ijij SD −

(7) 財（用途）j人口    

∑∑ =

=

=

=

mi

i ijij
mi

i ijj LAn
11

][== EN * /ξ                  

  ここに、nij：地区iの都市的用途jの人口 

(8) 都市人口  ∑ =

=
=

Jj

j jNN
2
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パラメータ、外生変数
jN  

              初期値μ1jの設定 

 

開放都市モデル 

 

ξij、   E[Lij] 

  

各用途都市人口関数 
Nj(μ11,…μ1j,…μ1J) 

 

閉鎖都市条件式 
       Nj(μ11,…μ1j,…μ1J)－ jN ＜ε 

        yes              no 
均衡諸量                割線法 

          

  立地者効用分布 

 図 1 閉鎖都市モデルのアルゴリズム 

 

閉鎖都市問題は、次のように定式化される。外生

変数は都市人口であり、用途jに対する都市人口を
jN

とする。ここで、各用途の付け値分布の変動係数を

パラメータとすると、未知数である地区１付け値平

均μ1jの関数としての各用途の都市人口関数Nj(μ11,

…μ1j,…μ1J)は、式（7）を財（用途）jについて集計

すれば構成できる。閉鎖都市となる条件は、すべて

のjに対して、次の閉鎖都市条件式 
 Nj(μ11,…μ1j,…μ1J)－ jN ＝0       （9） 

が成立することである。式（9）はμ11,…μ1j,…μ1J

に関する非線形の連立方程式となっており、ここで

は割線法を用いて解くことを考える。 

 さて、閉鎖都市における多地区多財均衡モデルの

解法アルゴリズムは、図 1のようになる。 

 まず、付け値平均μ1jの初期値の下で開放都市モデ

ルを解けば、土地所有者の最適化問題が解かれて、

最適土地利用面積比率ξij、敷地規模平均E[Lij]が得ら

れ、各用途の都市人口関数値が算出される。これよ

り閉鎖都市条件式の判定式から、満足すれば最適解

μ1j
＊が得られ、不満足であれば割線法を用いて繰り

返し計算に入る。最適解μ1j
＊が得られれば、他の均

衡所量、さらに各用途立地者の均衡効用分布が得ら

れる。 

 

４．数値計算例 

 ここでは、適切な設定条件の下で、閉鎖都市人口 
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 図 2 各地区付け値分布（地価分布） 
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 図 3 均衡土地利用形態 
 
（1次元都市）5万人のうち中所得者 3.5 万人、高所

得者 1.5 万人と想定し、農地、中所得者住宅地、高

所得者住宅地の多地区 3財均衡モデルの解を示す。 

図 2 は 3 用途の各地区均衡付け値分布、図 3 は均

衡土地利用形態である。住宅地均衡付け値は CBD 隣

接地区1より郊外に向かって減少している。ただし、

地価分布として実現するのは図 3 で土地利用が実現

している用途の地価分布であり、用途混在地区では

各用途の地価分布が混在することになる。均衡土地

利用状況は、地区 1 より両所得階層の住宅地の混在

が見られ、地区 8 では高所得者の住宅地が純化して

おり、地区 9 よりスプロールしながら都市境界地区

へ至っている。 

なお、各用途の需要者の均衡効用分布、土地所有

者の均衡期待効用も算出され、外生変数やパラメー

タの変更による比較静学分析も可能である。 

 

５．おわりに 

 本研究では、多地区多財均衡モデルの閉鎖都市に

おける解法を明らかにした。この解法は一般的であ

り、原理的には、多数の財（用途）においても閉鎖

都市の解を得ることが可能である。 
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